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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 150,000株
完全議決権株式で株主の権利に特に制限のない株式。

単元株式数は100株であります。

　（注）１　平成30年３月２日（金）開催の取締役会決議によります。

２　本募集とは別に、平成30年３月２日（金）開催の取締役会決議に基づき行われる当社普通株式1,000,000株

の一般募集（以下「一般募集」という。）を予定しておりますが、その需要状況等を勘案し、150,000株を

上限として、一般募集の主幹事会社であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が当社株主（以下「貸株人」とい

う。）より借り入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。）を

行う場合があります。なお、当該売出数は上限の株式数を示したものであり、需要状況等により減少する場

合、又はオーバーアロットメントによる売出しが全く行われない場合があります。

本募集はオーバーアロットメントによる売出しに関連して、ＳＭＢＣ日興証券株式会社が貸株人から借り入

れた当社普通株式（以下「借入株式」という。）の返還に必要な株式を取得させるために、ＳＭＢＣ日興証

券株式会社を割当先として行う第三者割当増資（以下「本第三者割当増資」という。）であります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、借入株式の返還を目的として、一般募集及びオーバーアロットメントによる

売出しの申込期間終了日の翌日から平成30年３月22日（木）までの間（以下「シンジケートカバー取引期

間」という。）、オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数（以下「上限株式数」という。）の範

囲内で株式会社東京証券取引所において当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」とい

う。）を行う場合があり、当該シンジケートカバー取引で買付けられた当社普通株式は借入株式の返還に充

当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内においても、ＳＭＢＣ日興証券株式会社の判断で、シン

ジケートカバー取引を全く行わない場合、又は上限株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終

了させる場合があります。

また、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間中、当

社普通株式について安定操作取引を行うことがあり、当該安定操作取引で買付けた当社普通株式の全部又は

一部を借入株式の返還に充当する場合があります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及び

シンジケートカバー取引により買付けし借入株式の返還に充当する株式数を控除した株式数についてのみ、

本第三者割当増資の割当に応じる予定であります。したがって、本第三者割当増資における発行数の全部又

は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本第三者割当増資における最終的な発行数が減少す

る場合、又は発行そのものが全く行われない場合があります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社が本第三者割当増資の割当に応じる場合には、ＳＭＢＣ日興証券株式会社はオー

バーアロットメントによる売出しによる手取金をもとに払込みを行います。

オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については、平成30年３月12日（月）から平成30年３月14日（水）までの間のいずれかの日

（以下「発行価格等決定日」という。）に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われな

い場合は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社による貸株人からの当社普通株式の借り入れは行われません。した

がって、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は本第三者割当増資に係る割当に応じず、申込みを行わないため、失権

により、本第三者割当増資による新株式発行は全く行われません。また、株式会社東京証券取引所における

シンジケートカバー取引も行われません。

３　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 150,000株 229,565,000 114,782,500

一般募集 ― ― ―

計（総発行株式） 150,000株 229,565,000 114,782,500

　（注）１　前記「１　新規発行株式」（注）２に記載のとおり、本募集はオーバーアロットメントによる売出しに関連

してＳＭＢＣ日興証券株式会社を割当先として行う第三者割当の方法によります。なお、当社と割当予定先

との関係等は以下のとおりであります。

割当予定先の氏名又は名称 ＳＭＢＣ日興証券株式会社

割当株数 150,000株

払込金額 229,565,000円

割当予定先の

内容

所在地 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

代表者の役職氏名 取締役社長　　清水　喜彦

資本の額 100億円

事業の内容 金融商品取引業等

大株主 株式会社三井住友フィナンシャルグループ　100％

当社との関係

出資関係

当社が保有している割当予

定先の株式の数

（平成30年１月31日現在）

―

割当予定先が保有している

当社の株式の数

（平成30年１月31日現在）

13,100株

取引関係 一般募集の主幹事会社

人的関係 ―

当該株券の保有に関する事項 ―

２　前記「１　新規発行株式」（注）２に記載のとおり、発行数が減少する場合、又は発行そのものが全く行わ

れない場合があります。

３　発行価額の総額は、払込金額の総額であります。

４　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から上記の増加する資本金

の額を減じた額とします。

５　発行価額の総額、資本組入額の総額及び払込金額は、平成30年２月23日（金）現在の株式会社東京証券取引

所における当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格（円）
資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

未定

（注）１

未定

（注）１
100株 平成30年３月26日（月）

該当事項は

ありません
平成30年３月27日（火）

　（注）１　発行価格は、発行価格等決定日に一般募集において決定される発行価額と同一の金額とします。なお、資本

組入額は、資本組入額の総額を本第三者割当増資の発行数で除した金額とします。

２　全株式をＳＭＢＣ日興証券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

３　上記株式を割当てた者から申込みの行われなかった株式については失権となります。

４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをするものとし、払込期日に後記払込取扱場所に

発行価格を払込むものとします。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

オカダアイヨン株式会社　本社 大阪市港区海岸通４丁目１番18号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三井住友銀行　天満橋支店 大阪府大阪市中央区高麗橋一丁目８番13号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

229,565,000 1,410,000 228,155,000

　（注）１　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２　前記「１　新規発行株式」（注）２に記載のとおり、発行数が減少する場合、又は発行そのものが全く行わ

れない場合、上記金額は、変更されることとなります。

３　払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成30年２月23日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額上限228,155,000円（本第三者割当増資における申込みがすべて行われた場合の見込

額）については、本第三者割当増資と同日付をもって取締役会で決議された一般募集の手取概算額

1,519,511,000円と合わせて、手取概算額合計上限1,747,666,000円について、平成30年３月までに

1,500,000,000円を金融機関から借り入れた短期借入金の返済資金に、平成31年６月までに100,000,000円を解

体物件の大型化に伴い需要が拡大している大型建機の補修にも対応するためのクレーン等増設に係る設備投資

資金に、平成31年９月までに100,000,000円を営業力、修理能力の増強を目的とした広島営業所兼工場の建替

等にかかる設備投資資金に、残額を平成33年３月までに国内営業所兼修理工場の移転新設及び建替等にかかる

設備投資資金に充当する予定であります。

　なお、上記短期借入金は、当社のビジネスモデルを盤石にするために、平成29年９月19日に株式譲渡契約を

締結し、平成29年10月２日に子会社化した南星機械グループ３社の株式取得資金及び当該３社の親会社であっ

た株式会社南星からの借入金の返済資金のために調達したものであります。

　また、上記手取金は、実際の充当時期までは、銀行預金にて安定的な資金管理を図る予定であります。

　なお、当社グループの設備投資計画は、本有価証券届出書提出日（平成30年３月２日）現在、以下のとおり

であります。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

オカダアイヨン㈱ 本社 国内
修理工場建替、

大型クレーン設置
150,000 0

増資資金及び

自己資金

平成30年

10月

平成31年

６月
（注）２

オカダアイヨン㈱ 広島 国内
営業所兼修理

工場建替等
150,000 0

増資資金及び

自己資金

平成30年

10月

平成31年

９月
（注）３

オカダアイヨン㈱ 国内営業所 国内
営業所兼修理工場

移転新設、建替等
700,000 0

増資資金及び

自己資金

平成31年

４月

平成33年

３月
（注）３

　（注）１　上記の金額には、消費税等を含めておりません。

２　大型建機の修理を対応可能にすることを目的とするものでありますが、完成後の増加能力は合理的に算出す

ることが困難なため、記載を省略しております。

３　営業力、修理能力の増強を目的とするものでありますが、完成後の増加能力は合理的に算出することが困難

なため、記載を省略しております。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

してください。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度第58期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）平成29年６月23日近畿財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度第59期第１四半期（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）平成29年８月10日近畿財務局長に提

出

 

３【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度第59期第２四半期（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）平成29年11月14日近畿財務局長に提

出

 

４【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度第59期第３四半期（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）平成30年２月14日近畿財務局長に提

出

 

５【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成30年３月２日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成29年６月26日

に近畿財務局長に提出

 

６【訂正報告書】

　訂正報告書（上記１の有価証券報告書の訂正報告書）を平成30年３月２日に近畿財務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類であります有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載さ

れた「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日（平成30年３月２

日）までの間において変更及び追加すべき事項は生じておりません。下記の「事業等のリスク」は当該有価証券報告書

等に記載された内容を一括して記載したものであります。

　なお、有価証券報告書等に将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項については本有価証券届出書提出日

（平成30年３月２日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

事業等のリスク

　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しております。

これらのリスクの発生可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の損失の極少化対応に努める方針でありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（平成30年３月２日）現在において当社グループが判断

したものであります。

(1）主力商品の動向

　当社グループは、顧客ニーズに沿った商品開発を推進しており、主力商品として、油圧ブレーカ、圧砕機、林業機

械、環境関連機器、ケーブルクレーン等があります。油圧ブレーカは、公共投資の減少や米国及びアジアの需要低

迷、圧砕機は都市型解体工事の減少、林業機械や環境関連機器は国の林業関連施策の変更、木材需要や木材解体家屋

の減少、ケーブルクレーンは国の公共投資政策の変更等により、それぞれ売上に影響を及ぼす可能性があります。
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(2）原材料価格変動の影響について

　当社グループ事業の主要原材料の一部分の市況が上昇する局面を迎えた場合、取引業者からの価格引上げ要請が強

まる可能性があります。当社では購買担当者を中心に常に市況価格を注視し、取引業者との価格交渉に当たっており

ますが、今後、市況が大きく高騰した場合には、原材料費の上昇を抑えきれず、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。

 

(3）海外事業

　当社グループにおける海外売上高の比率は16.0％であります。しかしながら、海外事業は予期しえない法律・規

制、不利な影響を及ぼす租税制度の変更等により、事業展開が困難になる可能性があります。また、海外事業は為替

相場の動向にも左右されます。

 

(4）人材の確保及び育成

　当社グループは「社会に存在価値ある会社」としてさらなる成長を目指すために、優秀な人材を確保及び育成する

必要があります。従って、新卒・中途採用者の採用、部門別・階層別の研修の継続による社内教育を行っています

が、当社グループの求める人材の確保、育成が計画どおりに進捗しない場合には、業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

(5）繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について、一時差異に対して適正な金額を計上していますが、将来の業績変動によ

り課税所得が減少し、一時差異が計画通り解消できなかった場合の繰延税金資産の取崩しは、当社グループの業績に

悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(6）固定資産の減損

　当社グループの所有する有形固定資産等の長期性資産について、今後の事業の収益性や市況の動向によっては、減

損会計の適用に伴う損失処理が発生し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(7）Ｍ＆Ａに関する影響について

　当社グループは、事業拡大のための経営資源を取得するためにM&Aを行っております。M&Aを実施する際には、将来

にわたり安定的な収益を確保できることを十分に検討しておりますが、事業計画の進捗が見通しに比べ大幅に遅れる

場合、または計画通りに収益を確保出来ない場合には、のれんに係る減損損失が発生する等により当社グループの業

績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8）自然災害等による影響について

　当社グループは国内外に生産・販売・サービスの拠点を設け、事業を展開しています。それらの拠点において大規

模な地震や水害等の自然災害が発生し、短期間で復旧不可能な甚大な損害を被るなどして、材料・部品の調達、生産

活動、製品の販売・サービス活動に遅延や中断が発生した場合、当社グループの経営成績に不利益な影響を与えるリ

スクがあります。

 

(9）製造物責任について

　当社グループは品質や安全に関する法令・規則の遵守に努めるとともに、品質と信頼性の維持向上に努めています

が、万が一、予期せぬ製品の不具合により事故が発生した場合、製造物責任に関する対処あるいはその他の義務に直

面し、その費用を負担しなければならず、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、当社が支

払う損害賠償額が製造物責任賠償保険（ＰＬ保険）でカバーされる保証はありません。

 

(10）為替変動による影響について

　当社グループにおいて商品及び製品や原材料の輸出入取引は主要取引の一部であります。為替変動は、当社の外貨

建取引から発生する資産及び負債の円換算額に影響を与える可能性があります。また外貨建取引から発生する商品及

び製品や原材料の仕入原価にも影響を及ぼす可能性があります。為替リスクを軽減し、またこれを回避するために為

替予約をはじめとする対応を講じておりますがカバーできないほどの急激な為替変動があった場合には、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。
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(11）特定取引先への依存による影響について

　当社グループは商品及び製品や一部の原材料を特定の仕入先に依存しています。現在、当社との取引関係は良好に

推移していますが、仕入先の受注状況や経営戦略の状況により、供給量の減少や供給が滞った場合には、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
オカダアイヨン株式会社　本店

（大阪市港区海岸通４丁目１番18号）

オカダアイヨン株式会社　東京本店

（東京都板橋区新河岸２丁目８番25号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１番）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

オカダアイヨン株式会社(E01696)

有価証券届出書（参照方式）

8/8


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第１募集要項
	１新規発行株式
	２株式募集の方法及び条件
	（１）募集の方法
	（２）募集の条件
	（３）申込取扱場所
	（４）払込取扱場所

	３株式の引受け
	４新規発行による手取金の使途
	（１）新規発行による手取金の額
	（２）手取金の使途


	第２売出要項
	第３第三者割当の場合の特記事項
	第４その他の記載事項

	第二部公開買付けに関する情報
	第三部参照情報
	第１参照書類
	１有価証券報告書及びその添付書類
	２四半期報告書又は半期報告書
	３四半期報告書又は半期報告書
	４四半期報告書又は半期報告書
	５臨時報告書
	６訂正報告書

	第２参照書類の補完情報
	第３参照書類を縦覧に供している場所

	第四部提出会社の保証会社等の情報
	第五部特別情報

